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論 ⽂ 内 容 要 約 
 
2011 年 3 ⽉ 11 ⽇，我が国の観測史上最⼤規模の⼤地震が発⽣し，これに伴う津波により東京電⼒福
島第⼀原⼦⼒発電所（1F）の燃料冷却機能が停⽌した．緊急措置として海⽔注⼊による燃料冷却が⾏わ
れたが，その副次影響として様々な機器の腐⾷対策が喫緊の課題となった．関係者の必死の努⼒により
⼀定の安定状態が達成されたが，原⼦炉内で溶融した燃料デブリを取り出して廃炉とするには数⼗年の
歳⽉を要するため，燃料デブリの冷却機能や放射性核種の閉じ込め機能などを⻑期的に維持する必要が
ある．したがって，これらの機能を阻害する腐⾷のリスクを適切に予測し，必要な対策を講じていくこ
とが重要である．本研究は，このような過酷事故後の原⼦⼒発電所で顕在化しうる腐⾷課題として炭素
鋼製機器の不働態化と局部腐⾷を採り上げ，これらのリスクを適正に予測し，合理的な腐⾷対策案を提
案することを⽬的として実施したものである． 
 
本論⽂の第 1 章では，1F 事故の概要，及び事故に伴って⽣じた短期的かつ中⻑期的な腐⾷課題の概要
を整理し，中⻑期的課題の中から炭素鋼の不働態化と局部腐⾷に係る課題を選定した．炭素鋼は⾃然⽔
環境で均⼀腐⾷形態をとるが，その速度は常温で 0.1 mm y-1 程度と⽐較的⼩さく，⻑期的にもほぼ⼀定
であるため，機器の腐⾷寿命予測は⽐較的容易である．⼀⽅，強アルカリ性などの特殊環境での炭素鋼
の腐⾷速度は，保護⽪膜の形成により無視できるほど⼩さくなる．この状態を不働態と呼ぶ．炭素鋼の
不働態が維持されれば理想的であるが，共存する有害イオン（例：塩化物イオン）濃度によっては保護
⽪膜が破壊され，局部腐⾷を起こす場合がある．局部腐⾷の進展速度は均⼀腐⾷に⽐べて桁違いに⼤き
いため，貫通漏えい損傷につながりやすい．1F では原⼦炉内に燃料デブリや損傷燃料由来の放射性物質
が多量に存在し，炭素鋼製の格納容器が⼀定のバウンダリ機能を果たしているため，バウンダリ維持の
観点では均⼀腐⾷よりも不働態化した場合の局部腐⾷の⽅が懸念材料となる．事故後の 1F で炭素鋼を
不働態化させうる要素として，建屋に流⼊している地下⽔中の炭酸塩や，臨界管理で添加される可能性
のあるホウ酸塩が挙げられる．炭素鋼腐⾷に及ぼす炭酸塩影響については実測腐⾷領域図などが報告さ
れているが，現象論的な検討が⼤半で，その不働態化機構は明確になっていない．また，ホウ酸塩影響
に関する⽂献知⾒は極端に少なく，1F の臨界管理で検討される五ホウ酸ナトリウム（Na2B10O16）に⾄っ
ては，ほとんど知⾒がみあたらない．そこで，本研究では以下に述べる順序で検討を進めていった．な
お，1F 事故直後に顕在化した様々な短期的腐⾷課題，及び対策活動の内容と技術的根拠は第 2 章で詳し
く論じた． 
 
第 3 章では，中性条件での⾃⼰不働態化機構を理解する⽬的で炭酸塩⽔溶液中における炭素鋼の電気
化学反応速度論的パラメータに及ぼす環境因⼦の影響を検討した．炭酸塩⽔溶液中での⾃⼰不働態化機
構は，基本的には強アルカリ性環境と同様で，アノード分極曲線の活性態ピーク（不働態化臨界電流密
度 icrit）が，溶存酸素還元カソード分極曲線の拡散限界電流密度 iLO2 を下回り，⾃然電位が不働態域まで
貴化する結果として起こることを確証した．ただし，炭酸塩濃度が⾼いと icrit が顕著に低下し，⾃然⽔
よりも中性側で iLO2 を下回る結果として中性条件でも不働態化することがわかった．例えば，25℃の 0.1 
mol dm-3 炭酸塩⽔溶液中で炭素鋼が⾃⼰不働態化する境界 pH は 7.5 で，⾃然⽔中の 9.3 に⽐べて顕著に
低下した． 
強アルカリ性環境と⼤きく異なる点は，⾃⼰不働態化に時間を要する点である．炭酸塩⽔溶液中で⾃
⼰不働態化に要する時間は pH が中性になるほど⻑期化し，pH = 8 では 800 時間も要した．これは，icrit
の低下要因として推察される炭酸鉄⽣成に時間を要するためと考えられた．この時間依存性の存在は，
既往の短時間試験による腐⾷形態予測が不⼗分であることを教える． 
炭酸塩⽔溶液中に塩化物イオン（Cl-）が共存するとステンレス鋼同様の孔⾷状の局部腐⾷を起こした
が，炭素鋼特有の現象として試験⽚の喫⽔線部分に激しい減⾁が認められた．これは，通常の均⼀腐⾷
環境で⽣じる酸素濃淡電池機構による喫⽔線腐⾷ではなく，不働態化環境でメニスカス部が“すきま”と
同様の溶液濃縮を起こす結果として⽣じたものと考察した．この不働態化した炭素鋼の喫⽔線腐⾷は⽶
国の放射性廃液タンクでも近年⼤きな問題となっており，1F の格納容器内で喫⽔線が⻑期的に⼀定に
なる場合は注意を要する． 
 
第 4 章では，希釈海⽔と Na2B10O16 とを様々な⽐率で混合した 21 種類の⽔質条件で平板試験⽚の 500
時間⾃然浸漬試験を⾏い，腐⾷形態と⽔質との関係を調べた．腐⾷形態は，均⼀腐⾷／局部腐⾷／不働
態の 3 種に分類され，⽔質との関係が実測腐⾷領域図として整理された．本図により Na2B10O16 を⽤い
て臨界管理を⾏う場合の腐⾷リスクの概略評価が可能となったが，より⾼度な判断のために以下の 3 つ
の課題が残された． 
 
(1) 発⽣した局部腐⾷の機構が不明確である． 
(2) 局部腐⾷の発⽣率や進展速度に関する情報が得られないため，発⽣した局部腐⾷が実機健全性
に与えるインパクトを判断できない． 
(3) 有限の試験時間（500 時間）の結果であるため，発⽣までの潜伏期間を有する局部腐⾷が⻑期的
に発⽣しないことを保証できない． 
 
第 5 章では，課題(1)及び(2)の解決を⽬的として，第 4 章の実測腐⾷領域図中で“局部腐⾷”となる⽔質
で，マルチクレビス（多重すきま）試験⽚の 500 時間⾃然浸漬試験を⾏った．“局部腐⾷”は「均⼀腐⾷
が不均⼀化した」いわゆる“不均⼀腐⾷”ではなく，「不働態化した後，攻撃性イオンによって不働態⽪膜
が局所的に破壊された」いわゆる“局部腐⾷（孔⾷やすきま腐⾷）”であることがわかった．すなわち，
すきま腐⾷の特性値から機器健全性に対するリスク評価が可能と考えられた 
“局部腐⾷”となる⽔質 5 条件のうち，4 条件で観測されたすきま腐⾷進展速度最⼤値は 6.4〜16 mm y-
1 であった．孔⾷や SCC の場合はさらに⼤きい進展速度が予想される．これらの進展速度はステンレス
鋼の局部腐⾷と⼤差なく，早期貫通リスクが⼗分に考えられる進展速度であるため，このような⽔質条
件で臨界管理をしないこと，あるいは運⽤⾯での対策を講じることが必要と考えられた． 
実機の⽔質は様々な値をとるため，アニオン濃度などから構成される⽔質インデックスにより腐⾷形
態やリスクの評価を統⼀的に⾏えることが望ましい．炭酸塩⽔溶液系では⽔の腐⾷性の指標として
Larson-Skold Index （LSI）が知られているが，⾃⼰不働態化・局部腐⾷条件の統⼀的評価はできない．
また，ホウ酸塩⽔溶液系での知⾒はみあたらない．本研究のマルチクレビス試験結果を確率論的に解析
した結果，すきま腐⾷の発⽣率，最⼤侵⾷深さ，及び Gumbel 分布解析による最⼤侵⾷深さ推定値は，
次式の⽔質インデックス（ELSISQ 値）と極めて良い相関があることがわかった．  
 
 Extended LSI_SQ = ([Cl-] + 2[SO42-]) / [B10O162-]2   (1) 
 
LSI がアニオン濃度の当量濃度和の⽐率であるのに対し，本インデックスは五ホウ酸イオン濃度の寄
与を 2 乗とした点が異なる．これは第 4 章の検討で炭酸塩に⽐べて五ホウ酸塩の不働態化作⽤が著しく
強いことがわかったためである．ただし，データ数が⼗分ではなく，[B10O162-]の 2 乗で整理できる機構
も未知であるため，今後さらなる検討が必要である． 
 
第 6 章では，課題(3)の解決を⽬的として局部腐⾷臨界電位概念に基づく評価を⾏った．材料と環境の
組合せで決まる局部腐⾷臨界電位（VC）より卑な電位域では局部腐⾷の発⽣可能性がないため，対象期
間によらず局部腐⾷が発⽣しないことを確定論的に保証できる．すきま腐⾷については JIS G 0592 で評
価される腐⾷すきま再不働態化電位 ER,CREV で，すきま腐⾷⽣起臨界電位 VC,CREV を代⽤できるが，JIS G 
0592 は汎⽤ステンレス鋼向けの規格で，不働態化した炭素鋼に対する適⽤例は少ない．本研究では第 4
章の実測腐⾷領域図中で“不働態”となる⽔質を中⼼に，JIS G 0592 による ER,CREV 評価を試みた． 
[Cl-] ≥ 200 ppm では JIS G 0592 の操作で ER,CREV を評価できたが，[Cl-]  20 ppm では ER,CREV 測定の
Step 2（200 A×2 h 定電流保持）の中途で腐⾷すきまの進展が停⽌してしまうため，ER,CREV を評価でき
なかった．そこで，Step 2 で腐⾷すきま進展が停⽌する前に種々の電位に⻑期間保持する改良試験法を
考案し，アノード電流の⻑期的傾向から ER,CREV を決定した．この改良試験法は，腐⾷すきまが進展しに
くい材料や溶液条件下での VC,CREV 評価に広く活⽤が期待できる． 
こうして評価した ER,CREV 値と，放射線照射下及び⾮照射下での定常腐⾷電位 ESP 報告例との⽐較によ
り，炭素鋼のすきま腐⾷⽣起臨界条件が定量的に評価された．Na2B10O16 濃度が 3.7 x 10-2 M（B = 4000 
ppm）以上で，かつ希釈倍率が 1000 倍以上の希釈海⽔（[Cl-] ≤ 20 ppm，[SO42-] ≤ 3 ppm）であれば，
放射線照射の有無によらず炭素鋼に局部腐⾷が起こる可能性がないことが明らかになった． 
 
第 7 章では，第 4 章で評価した実測腐⾷領域図に，第 5 章及び第 6 章で得た局部腐⾷リスクの知⾒を
統合し，Fig. 1 に⽰す実測腐⾷領域図を整理した．本図によれば，単に腐⾷形態を予測できるだけでな
く，機器の健全性に及ぼす影響まで把握できる．例えば，図中の⽔⾊の⽔質領域では臨界管理として
Na2B10O16 を添加するだけで炭素鋼機器の腐⾷抑制も同時に達成できる．⻩⾊の⽔質領域は短期的には
腐⾷抑制が可能であるが，⻑期的には局部腐⾷が発⽣する可能性がある．⾚い■の⽔質ではプロットに
併記した確率で短期間に局部腐⾷が発⽣し，最も進展が遅いすきま腐⾷でも 6.4〜16 mm y-1 で進⾏し得
るため，貫通漏えいリスクに⼗分な配慮が必要となる．緑の▲の⽔質は，腐⾷速度が⾼々50 mdd（0.19 
mm y-1）未満の均⼀腐⾷領域なので，機器の腐⾷許容量との兼ね合いで腐⾷対策を考えればよいが，放
射線照射による腐⾷速度の加速には注意が必要である． 
1F 事故後の炭素鋼機器の中⻑期的腐⾷対策として腐⾷抑制剤の検討が進められているが，本研究の
結果，⽔質バランスによっては Na2B10O16 添加だけで臨界管理と腐⾷抑制を同時に達成できることがわ
かったため，冷却⽔側⽔質に応じた腐⾷対策シナリオ案を提案した．この案は 1F の廃炉作業のみなら
ず，燃料デブリの臨界管理が必要になるような過酷事故後のプラントに広く活⽤が期待できる． 
 
以上に述べた成果により，過酷事故後のプラントにおける炭素鋼製機器の中⻑期的な腐⾷リスクの低
減に役⽴つ様々な学術的知⾒が得られたと同時に，現在進⾏中の 1F の廃炉作業の安定化にも貢献でき
ると考えられる． 
 
 
 
Fig. 1  Empirical corrosion diagram of the carbon steel in diluted artificial seawater with added Na2B10O16 
aqueous solution organized by water quality at 25°C. 
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